
　

平
成
23
年
度
上
半
期
（
４
～
９
月
）
の
本
市
の
財
政
事
情
を
お

知
ら
せ
し
ま
す
。
子
ど
も
手
当
や
生
活
保
護
費
の
支
給
事
業
な
ど

福
祉
や
社
会
保
障
に
関
連
し
た
民
生
費
の
予
算
額
が
、
昨
年
度
比

で
約
47
億
円
の
増
と
な
る
な
ど
、
市
の
行
政
需
要
は
増
加
し
て
い

ま
す
。
ま
た
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金
な
ど
が
増
え
る
一
方
、
不

況
の
影
響
に
よ
り
個
人
市
民
税
の
収
入
が
減
る
見
込
み
で
、
慎
重
な

財
政
運
営
に
努
め
て
い
ま
す
。

資産の状況とその財源 １年間に要した行政サービスのコスト

資産
7,280億円

負債
1,969億円

純資産
5,311億円

経常行政コスト
1,463億円

（27.05％）

－
経常収益

（使用料などの受益者負担）
45億円

純経常行政コスト
1,418億円

純経常行政コスト
1,418億円

期末純資産残高
5,311億円

期末歳計現金残高
60億円

流動資産
329億円

うち
歳計現金
60億円

固定負債
1,771億円

流動負債
198億円

（72.95％）

公共資産
6,511億円

投資等
440億円

その他のコスト　  　　30億円

人にかかるコスト　　269億円
物にかかるコスト　　397億円
移転支出的なコスト　767億円

＋

臨時損益、資産評価替等　△4億円

一般財源、補助金等受入　1,480億円

１年間の資金（現金）の流れ １年間の純資産の動き

期首純資産残高
5,253億円

＋
現金増減額
8億円

公共資産整備収支　△102億円
投資・財務的収支　△230億円

経常的収支　　　340億円

+

＝

1年間増減　　58億円

＝＝

期首歳計現金残高
52億円

－

貸借対照表 行政コスト計算書

資金収支計算書 純資産変動計算書

　

予
算
額
１
８
５
３
億
２
８
１
１ 

万
円
（
前
年
同
期
比
４
・
４
％
増
） 

に
対
し
、
収
入
済
額
は
８
５
３
億 

１
３
４
２
万
円
（
同
４
・
６
％
増
） 

で
、
収
入
率
は
46
・
０
％
で
す
。 

ま
た
支
出
済
額
は
７
４
１
億
９
７ 

３
４
万
円
（
同
２
・
６
％
増
）
で
、

執
行
率
は
40
・
０
％
で
す
。

　

収
入
済
額
が
多
い
も
の
と
し
て 

は
、
市
税
が
ト
ッ
プ
で
３
６
５
億 

１
７
７
１
万
円
（
同
１
・
７
％
増
） 

と
全
体
の
42
・
８
％
を
占
め
て
い 

ま
す
。
次
い
で
地
方
交
付
税
（
国 

税
の
中
か
ら
市
の
財
政
事
情
に
応 

じ
て
交
付
さ
れ
る
お
金
）
１
９
３ 

億
２
２
６
９
万
円
（
同
４
・
８
％ 

増
）、国
庫
支
出
金
１
５
９
億
４
４ 

８
４
万
円
（
同
13
・
９
％
増
）。

国
庫
支
出
金
が
増
え
た
要
因
は
、

生
活
保
護
費
や
子
ど
も
手
当
の
増

額
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

支
出
済
額
が
多
い
も
の
と
し
て

は
、
社
会
保
障
関
係
経
費
を
中

心
と
す
る
民
生
費
が
ト
ッ
プ
で

３
３
６
億
１
９
１
３
万
円（
同
９
・ 

１
％
増
）
と
全
体
の
45
・
３
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
次
い
で
都
市
計

画
・
道
路
整
備
な
ど
の
土
木
費

１
０
５
億
２
３
８
２
万
円（
同
０
・

７
％
増
）、公
債
費（
借
金
の
返
済
）

80
億
７
９
９
６
万
円（
同
０
・
２
％

増
）、
総
務
費
57
億
３
０
７
２
万

円
（
同
３
・
８
％
減
）
で
す
。

　

特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
の
13

特
別
会
計
の
合
計
は
、
予
算
額
１ 

３
７
９
億
８
４
３
万
円
、
収
入
済 

額
５
４
６
億
２
３
８
１
万
円
（
収

入
率
39
・
６
％
）、
支
出
済
額
５ 

５
８
億
３
７
６
１
万
円
（
執
行
率

40
・
５
％
）
で
、
年
度
末
に
は
収

支
の
均
衡
が
図
ら
れ
る
見
込
み
で

す
。
予
算
規
模
で
は
、
国
民
健
康

保
険
会
計
、
介
護
保
険
会
計
、
競

輪
事
業
会
計
が
大
き
く
、
全
体
の

81
・
０
％
を
占
め
て

い
ま
す
。

 ● ①～④のいずれかが早期健全化基準以上の
場合、財政健全化計画の策定が必要

 ● ⑤が経営健全化基準以上の場合、経営健全
化計画の策定が必要

平成22年度
財政の健全性をチェック！

  健全化判断比率・資金不足比率から

　１年間の資
金 の 増 減 に
つ い て、22
年 度 末 で は
現 金 残 高 が
60億 円 と な
り、21年度末 
から８億円増 
加 し て い ま
す。

　過去・現世代
が 負 担 し た 純
資産について、
22年 度 末 で は
5,311億円とな
り、21年度末か
ら58億円増加し
ています。

　 平 成22年
度 末 の 資 産
が 7,280 億
円、 そ の 財
源 と し て 将
来 世 代 の 負
担 で あ る 負
債が1,969億
円、過去・現
世 代 の 負 担
で あ る 純 資
産が5,311億
円 と な っ て
います。

　１年間に要し
た資産形成に結
びつかない行政
サービスのコス
トについて、経
常 行 政 コ ス ト
1,463億円、使
用料・手数料な
ど の 経 常 収 益
45億円、差し引
きの純経常行政
コストが1,418
億円となり、市
税や国庫補助金
などで賄われま
す。

一
般
会
計

特
別
会
計

平成23年度
上半期公営企業の業務状況

　

収
入
は
43
億
６
５
１
３
万
円（
前

年
同
期
比
０
・
６
％
増
）
で
、
収

入
率
48
・
７
％
。
支
出
は
11
億
６ 

２
３
８
万
円
（
同
１
・
２
％
増
）
で
、 

執
行
率
12
・
９
％
で
す
。
収
入
の 

う
ち
水
道
料
金
収
入
は
、
42
億
２ 

６
０
０
万
円（
同
０
・
５
％
増
）で
す
。

　

需
要
状
況
は
、
４
月
の
久
谷
地

区
旧
簡
易
水
道
の
統
合
に
よ
り
給

水
量
が
１
・
３
％
増
加
し
、
１
人
１

日
平
均
給
水
量
は
２
９
５
㍑
（
同

２
㍑
減
）
で
す
。

　

収
入
は
４
３
１
４
万
円
（
同
59
・ 

３
％
減
）
で
、
収
入
率
13
・
９
％
。

支
出
は
５
１
４
５
万
円
（
同
38
・

２
％
減
）
で
、
執
行
率
１
５
・
７
％

で
す
。

　

収
入
は
３
億
６
６
４
５
万
円（
同

０
・
３
％
減
）で
、収
入
率
49
・
７
％
。

支
出
は
１
億
３
６
９
３
万
円
（
同

０
・
６
％
増
）
で
、執
行
率
23
・
５
％

で
す
。

　

収
入
は
65
億
８
０
９
６
万
円
で
、

収
入
率
は
70
・
９
％
。
支
出
は
23 

億
９
８
３
０
万
円
で
、
執
行
率
は 

23
・
１
％
で
す
。
収
入
の
う
ち
下 

水
道
使
用
料
収
入
は
、
26
億
３
８ 

１
万
円
で
す
。

　

需
要
状
況
は
下
水
道
処
理
人
口

が
27
万
９
６
０
６
人
（
同
１
・
１
％

増
）
と
な
り
、
利
用
者
が
増
え
て

い
ま
す
。

降
雨
に
恵
ま
れ
安
定
給
水

　

お
問
い
合
わ
せ
は
、
㈽
経
営 

管
理
課
☎
998
９
８
２
８
・
932
０ 

４
５
４
、
下
水
道
政
策
課 

☎
948 

６
５
３
３
・

934
５
８
６
２
へ

歳 

入

歳 

出
 

○ 

収
入
率
と
は
… 

歳
入
（
収
入
）
の

予
算
額
に
対
す
る

実
際
の
収
入
額
の

割
合

 

○ 

執
行
率
と
は
… 

歳
出
（
支
出
）
の

予
算
額
に
対
す
る

実
際
の
支
出
額
の

割
合

　

お
問
い
合
わ

せ
は
、
財
政
課

☎
９４８
６
９
９
９
・

９３４
１
８
０
３
へ

比　率　名
（用語の説明）

早期健全化基準
（財政再生基準）

平成22年度
（平成21年度） 数値の説明

①実質赤字比率
（一般会計などの実質的な赤
字額は収入のどれくらいか）

11.25％以上
（20％以上）

該当なし
（　〃　）

決算は黒字

②連結実質赤字比率
（市の全会計の実質的な赤字
額は収入のどれくらいか）

16.25％以上
（35％以上）

該当なし
（　〃　）

決算は黒字

③実質公債費比率
（借金返済に充てた額は収入
のどれくらいか）

25％以上
（35％以上）

8.5％
（8.9％）

市債残高減
少に伴う償
還額減によ
り改善

④将来負担比率
（将来負担すべき負債は収入
のどれくらいか）

350％以上
（設定なし）

79.8％
（90.1％）

市債残高の
減少、基金
残高の増加
により改善

⑤資金不足比率
（企業会計の資金不足額は事
業規模のどれくらいか）

【経営健全化基準】
20％以上

該当なし
（　〃　）

９会計全て
で資金不足
なし

　コスト削減や財源確保などに努めたことで、資産
に対する負債の割合は 27.05%となり、21 年度末
から 0.05%減少しました。厳しい社会情勢が継続し
ていますが、健全な財政運営を維持しています。

 

水
道
事
業

 

簡
易
水
道
事
業

 

工
業
用
水
道
事
業

 

公
共
下
水
道
事
業

財務書類（普通会計）から

（2）広報まつやま 2011（平成23）年11月15日号


